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 組織として理想的な防災対策を実現するには，過去の災害対応を正確に記録し，これを分析/評価し，

問題点を洗い出すとともに解決策を検討する環境整備が必要である．しかし，現状では組織としての防災

力を分析/評価できる環境が整備されていない．そこで本研究では，新潟県中越地震時における新潟県庁

の災害対応業務記録を５つの視点（組織構造，業務分析，業務量評価，情報マネージメント，相互連関）

から分析し，組織としての防災上の問題点を洗い出しを試みた．また，実際に対応にあたった県庁職員に

対して，ヒアリング調査を行うことで業務記録の信頼性を確認するとともに，分析結果に基づいた議論か

ら，組織の防災力向上に貢献できる教訓を抽出し，防災対策を立案できる環境を整備した． 
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information traceability, disaster response analysis 

 
 
 

１．はじめに 
 
(1) 研究の背景 
 災害発生直後に自分の身を守ったり，避難したりする

などの行動は個人に依存する．しかし，その後の救急救

命活動や災害時の住民サービスなど，個人では達成でき

ないが複数の人々が協働することによって実現できる仕

事は，自治体や消防，病院などに代表される組織によっ

て行われる．その業務としては仮設住宅建設や大量のが

れき処理など，平時とは異なるものが発生する一方で，

平時にも行っている活動が質と量を変えて発生する．災

害の規模や発災からの経過時間に伴って変化する多種多

様な業務に対して，組織として適切な対応を行うには，

個々に上がってくる問題に対して逐次対応するのではな 
く，組織として状況全体を俯瞰し理解した上で，適切な

時期に適切な対応活動を実施する必要がある．そのため

には，平時から個人個人の災害状況イマジネーション能

力を向上させるとともに，以下のような作業が必要であ

る．従来欠けていた図-1に示す５つの視点から，組織と

しての対応を分析して問題点を洗い出し，具体的な対策

を検討し立案する．そしてその対策を，実践や訓練を通

じて身につけ，その結果を評価して改善する一連の作業

を繰り返し実施することである． 
５つの視点とは，時間経過に伴って変化する災害状況

に従ってグループごとの役割分担を明確にする「組織構

造」，被災地が実際に必要とするサービスと組織の業務

内容を比較する「業務分析」，限られた資源（ヒト＋モ

ノ＋カネ＋情報）を有効に使うために業務ごとに必要な

業務分析組織構造

視点１ 視点２

業務量評価

視点３

相互連関
視点５

相互連関
視点５

情報
マネージメント

視点４

だれが？
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図-1  分析するための５つの視点 
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人工を算出する「業務量評価」，業務の遂行に必要とな

る情報の入手・管理・伝達・共有・活用するだけでなく，

入手先や引渡し先をたどることによって組織間の連携を

見出す「情報マネージメント」の４つと，これらの視点

から災害対応業務を分析して得られる「相互連関」であ

る．これらの分析結果に基づいて対策を講じると，一人

一人の活動が，一つの組織として，時間的・空間的に連

動して動くようになる．しかし，これまでの災害に関す

る報告書などには，このような視点からの災害対応分析

が不足していた． 
ところで，平時から組織の災害対応業務の善し悪しを

分析/評価するためには，災害発生後の状況イマジネー

ションが不可欠である．しかし，地域や時代を限れば大

きな被害を伴う地震の発生頻度は低いので，災害状況を

適切にイメージすることは簡単ではない．そこで今後は，

災害対応業務を可能な限り詳細に記録するとともに，数

少ない過去の災害対応に関しては，これを十分に分析し，

得られた教訓が将来の危機に対して有効に利活用される

環境を整備していく必要がある． 
筆者らはこれまでに過去の災害事例に関する新聞記

事・調査結果，および教訓をデータベース化し，これら

を多角的な視点から分析/評価できる新しいスタイルの

災害情報データベース1)や，ファクシミリなど既往の体

制でも収集できる情報を同様にデータベース化し，平時

から災害対応を自ら分析/評価できる手法2)について検討

した．これにより，災害状況をイメージできる情報を提

供する環境が整備されたが，どちらにおいてもデータベ

ースに対応そのものに関する記録を用いてないことや，

分析する視点が先に述べた５つの視点に従っていなかっ

たために，組織の災害対応を分析するツールとして改善

すべき点があった． 
 

(2) 研究の目的 

本研究では上記の問題点を踏まえた上で，平時から組

織としての防災力を向上する環境について検討する．今

回は数少ない過去の大災害の対応記録を，５つの視点①

組織構造，②業務分析，③業務量評価，④情報マネージ

メント，⑤相互連関から分析することで，組織としての

防災力の問題点を洗い出し，その内容と構造を把握する．

具体的には，2004年10月に発生した新潟県中越地震時に

おける新潟県災害対策本部の対応記録をデータベース化

し，これを分析/評価することにより，５つの視点から

分析することの妥当性を検証するとともに，組織の防災

力に関する教訓の抽出を行う．これらの検討により，過

去の経験から得られた教訓を災害体験のない多くの人々

へ還元できる環境が整備できる． 
時間が経過すると災害の教訓は人々の記憶から消えて

いく．結果として，将来の確実にやってくる地震の被害

状況を認識できず，これが適切な事前，最中（直後），

事後対策の進展を阻害する．本研究では「なぜ組織の対

応がうまくいかなかったのか」から「なぜうまくいった

のか」までの教訓を蓄積・共有し，防災力の向上に貢献

できる防災対策の立案，および防災マニュアルの作成が

可能な環境を整備することを目指す． 
 
 
２．データベースの構築 
 
(1) 分析する情報の検討 

本研究では,新潟県中越地震における新潟県庁災害対

策本部を分析対象とし，分析データとしては県職員が取

りまとめた災害対応業務記録を用いる（表-1）．この対

応記録には「所属部署」の欄があり，発災直後からの

「対応状況」が時系列で記載されている．対応状況のデ

ータには，「誰」が「いつからいつまで」に「何を行っ

た」という活動主体と活動の開始・終了時間，さらに具

表-1  県庁職員の災害対応業務記録 

　所　属　名 土木部　都市局　建築住宅課　　
報告担当者職・氏名

　電話番号 内線

月　　日 時　　刻 対　　　応　　　状　　　況
10月23日 23:00 公営住宅被害状況、入居可能住戸照会（公営住宅管理市町あて）
10月23日 20:00～ 市町村へ建築物の被害状況を確認
10月23日 国土交通省建築指導課・北陸地方整備局と応急危険度判定について調

整開始
10月23日 20:00 公営住宅の被害状況の調査（電話で市町村に）
10月24日 小千谷市へ先遣隊を派遣。小千谷市・長岡市で応急危険度判定開始
10月24日 県内市町村、（社）新潟県建築士会へ応急危険度判定支援要請
10月24日 23:00 応急仮設住宅の建設地及び要望戸数の調査を開始（応急仮設住宅建設

の検討について（係長→市町村担当者））、ファクス
10月24日 13:00～ 小千谷市内の応急危険度判定先見と同時に県営住宅千谷川、天竺の外

観調査を実施した。
10月25日 10:00 被災に伴う特定優良賃貸住宅の柔軟な運用について北陸地方整備局に

協議
10月25日 十日町市で応急危険度判定開始
10月25日 21:00 山形県へ応急危険度判定広域支援要請（第１次第１報）
10月25日 17:34

連絡受理
住宅金融公庫災害復興住宅融資の受け付け開始（文書）

10月25日 23:00 被災市町村に応急仮設住宅の必要性を照会「応急仮設住宅の建設につ
いてのお願い」（課長→市町村）

10月25日 都市局長から都市再生機構に長岡ニュータウン内の仮設住宅用地候補
地選定依頼を行った。

10月25日 16:00 プレハブの在庫等について、プレ協と電話打合せ
10月25日 9:00から21:00 国交省（整備局、国総研）と合同で被災状況現地調査（長岡市、小千谷

市、川口町、山古志村）
10月26日 12:00 被災者向け　県内公営住宅一時入居の受付募集のお知らせ（県災害関

連ＨＰで随時更新）
10月26日 国交省住宅局通知「新潟県中越地震等に伴う公営住宅への入居の取扱

いについて」（震災における公営住宅一時入居取扱いの全国への協力要
請）

土木部 建築住宅課

①主体

応急仮設住宅の建設に関すること

②大業務

1
ID

135
④開始時間

185
⑤終了時間

応急対策

⑥対策期

１２（人・日）

⑦仕事量

1
ID

1

ID

応急仮設住宅の候補地調査

③アクション

応急仮設住宅候補地

⑩output情報1

総務部

新行政推進室

⑪情報出力先

県民生活・環境部

⑨情報入手先

避難者世帯数

⑧input情報１

1
ID

応急仮設住宅建設の予算の算出

⑳関連するアクション

1
ID

input・output
情報が複数ある
場合、その数だ
け関連付ける
（最大３×３）

 

図-2  データベースの仕様 
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体的な活動内容が記載されている． 
 

(2）危機管理対応情報データベースの仕様 

 本研究では各部署の業務を，組織としての対応という

観点から分析する 5つの視点に基づいた入力項目を設定

している．災害対応業務に関連する当事者はこの入力項

目に従って対策の内容を記入することにより，実行動の

記録が容易に認識できる環境を整備できる．今回は図-2

のように，①主体 ②大業務 ③アクション ④開始時

間 ⑤終了時間 ⑥時期 ⑦仕事量 ⑧入力情報 ⑨情

報入手先 ⑩出力情報 ⑪情報出力先 ⑳関連する業務

という項目を設定した．業務記録の記述で不足している

項目に対しては，新潟県中越地震に関する資料 3)-6)と県

職員に対するヒアリングで補った． 

 

 

３．対応記録に基づいた組織の災害対応業務分析 

 

 本章ではデータベース化した災害対応記録を用いて業

務分析を行う．本研究における業務分析とは「複合化し

た業務を，要素に分解し，全体の構成や性質を見極める

もの」と定義する．業務分析によって，現状を把握でき

るが，直ちに問題点が明確になるわけではない．分析者

（本研究では，筆者や実際の対応にあたった職員）が，

分析結果から対応全体の構成や性質を把握し，その正当

性を議論することによって，はじめてあるべき姿と現状

との乖離が問題点として浮かび上がってくる． 

 

(1) 組織構造の視点 
 新潟県中越地震時には，新潟県災害対策本部とその下

に17部局が設置された．災害対策本部では災害対策本部

会議が随時開かれるが，幾つかの部局メンバーによって

構成された班がそれぞれの状況を報告した．  

 表-2に示すように，今回は災害対策本部の組織構造の

変遷を，災害対策本部会議に参加した構成班のとして分

析した．表中の黄色は各フェーズにおいて新規に作られ

た班である．全体を見れば，地域防災計画と実際の体制

で著しく異なる様子はない．第一次の時点

（2004/10/27）では５つ，第二次（2004/10/31）では２つ，

第三次（2004/11/3）では１つの新規班が設置されている．

これらが設置された理由としては，変更点に示したよう

に，より細やかな業務サービスの必要性が生じ，そのニ

ーズに応えるように対応したことが分かる．第四次

（2004/12/24）の段階では，５つの班以外は解散してい

る．つまり，新潟県中越地震時に県庁が緊急・応急・復

旧業務の方針を災害対策本部で決定したのは，発災から

約２ヶ月までと分析される．このように，被災社会の状

況変化によって組織構造が変化していくことが読み取れ

る． 
 

(2) 業務分析の視点 

図-3に示すように，業務の構造化を行った．業務の構

造化とは，大大業務（地域防災計画に記載されている災

害対策本部の分掌業務），大業務（地域防災計画に記載

されている部署レベルでの分掌業務），中業務（大業務

と小業務の中間業務に相当），小業務（具体的なアクシ

ョン）と，１つの計画業務が具体的なアクションに繋が

るまで徐々に精緻化したものである．例えば土木部建築

住宅課の場合，図-3にあるように「応急仮設住宅の建

設・提供」に対する中業務は「用地の確保」「予算の算

出」「メーカーの選定」「入居者の選定」「住宅の発

注」と構造化される．「用地の確保」に対する小業務は

「避難者の世帯数調査」「用地被災程度調査」「倒壊家

屋棟数調査」と構造化される．これを土木部全体で分析

した結果が図-4である．赤字斜体は地域防災計画に記載

されていない業務を示している．これにより，時間の概

念がない計画業務が実施された時間帯を認識することが 

表-2  新潟県庁災害対策本部構成班の変遷 

第一次 第二次 第三次 第四次

日時 10月27日 10月31日 11月5日 12月24日

本部委員会 → 本部委員会 → 本部委員会 → 本部委員会 8 → 本部委員会

総務班 → 総務班 → 総務班 → 総務班 5 → 総務班

対策班 → 対策班 → 対策班 → 対策班 15 → 対策班

広報班 → 広報班 → 広報班 → 広報班 5 → 広報班

政府現地支援室 → 政府現地支援室 → 政府現地支援室 40 → 解散

国防災機関連絡室 → 国現地対策支援室 → 国現地対策支援室 → 国現地対策支援室 → 解散(12/3)

自衛隊指揮班 → 自衛隊指揮班 → 自衛隊指揮班 60 → 解散

自衛隊連絡班 → 自衛隊連絡班 → 自衛隊連絡班 → 自衛隊連絡班 15 → 解散

防災機関連絡班 → 防災機関連絡班 → 防災機関連絡班 → 防災機関連絡班 10 → 解散

ライフライン関連班 → ライフライン関連班 → ライフライン関連班 → ライフライン関連班 8 → 解散

救助班 → 救助班 → 救助班 16 → 解散

避難所情報収集班 → 避難所情報収集班 → 避難所情報収集班 5 → 解散

食料品班 → 食料品班 → 食料品班 18 → 解散

生活用品担当班 → 救援物資・物流班 50 →
救援物資・
物流班

知事会連絡班 → 知事会連絡班 10 → 解散
265

・住民救助、物資輸
送に使用するヘリコ
プター等の運行調整
事務が増大したた
め、救助班を新設

・マスコミの災害対策
本部内の入室を制限

・避難者ニーズを調
査するため、避難所
情報収集班を新設

・北海道、東北知事
会等の他県連絡調
整を新設

・食糧支援の受け入
れ及び配送に係る調
整業務が増大したた
め、担当を対策班か
ら独立させて新設

変更点

・全国からの支援、義捐物資
の問い合わせや、それらに関
する調整作業量が増大したた
め、生活用品班→支援物資・
物流班に拡充
・11/8に「復旧・復興本部」を
設置

概算
人数

（Max）
→

構成

→ → →地域防災計画
経過時間

応急仮設住宅の
建設・提供

用地の確保

予算の算出

メーカーの選定

入居者の選定

住宅の発注

用地被災程度調査

資材調達

避難者の世帯数調査

倒壊家屋棟数調査

用地・建設コスト算出

住宅対策

大大 大 中 小
災害発生

業務の構造化 業務記録に基づいた
時間の設定

図-3 業務の構造化（土木部 建築住宅課） 
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0

地域防災計画
大業務 中業務 小業務 原本(アクション) start finish 業務時間 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 2 2 2 3 4 5 6 7 9 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

土木部 用地・土地利用班 用地・土地利用 搬入搬出 新潟空港で支援物資の積み込み作業の応援 14 21 7 # # #
A駐車場でおにぎりの炊き出しの応援 34 46 12 # # #

地図作成 地図作成 対策関係課へ住宅地図の閲覧、コピー等への対応 15 143 128 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
地図作成 対策関係課へ住宅地図の閲覧、コピー等への対応 159 1151 992 # # # # # # # # # # # # # # # # #

協定の締結 協定の締結 県土地開発公社と「災害時における新潟県と新潟県土地開発公社との応援に関する協 39 40 1 #
応援 応援 報道対応（首相視察）への応援 159 335 176 # # # # # #

長岡地域振興局地域整備部用地課へ応援 207 311 104 # # # #
建築住宅課設置の空室情報センターへの応援 279 455 176 # # # # #

通知 「用地取得に伴う損失補償について」の文書を地域機関に通知（阪神大震災の事例紹 423 424 1 #
支援要請 要望・要請 A係長、B主任 国土交通省に出向き、用地取得に関する国税の特別措置を要望 1335 1336 1 #

「被災地内の用地取得について」の文書を地域機関に通知（中越大震災の取扱いにつ 1407 1408 1 #
被災地域外の土木事務所等に対して災害用地対策応援準備を要請 1575 1576 1

河川管理班 河川管理課 １ 土木部所管施設（都市局含む）の被害調査のとりまとめに関す 被害調査 情報の収集 0.5 120 119.5 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
河川管理課長 被害状況について 3 87 84 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

総括災害査定官及び査定官による災害緊急調査の実施 15 407 392 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
整備局報告 62 1552 1490 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
公共土木施設の被害報告 44 713 669 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

災害査定 災害査定 1215 1319 104 # #
土木部管理ダムの地震点検実施 3 5 2 # #
土木部大規模河川管理施設地震点検実施 4 23 19 # # # # # # # # # #

３ 実施事業の被害調査及び応急対策に関すること。 利水ダムの地震点検実施 5 21 16 # # # # # # # #
要望 査定の簡素化、保留金額の引き上げ、災害復旧事業の採択基準の緩和について、内閣府190 191 1 #

国土交通省から早急な復旧が必要な箇所の査定前の工事着手を認める文書通知（災害 303 304 1 #
災害査定の簡素化（案）について国土交通省からの説明が新潟市で開催 375 376 1 #
平成１６年内に災害査定が困難な箇所は平成１７年に入ってからの査定としてほしい旨の 447 448 1 #

派遣 災害復旧技術専門家派遣 375 647 272 # # # # # # # #

河川整備班 河川整備課 １ 実施事業の被害調査及び応急対策に関すること。 被害調査 0.5 1600 1599.5 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
河川整備課長 ２ 水防活動に関すること。 国土交通省河川局治水課A係長に広神ダム震災状況報告 1287 1291 4 #

応急対策 中越地震応急対策工事状況（河川・砂防）のホームページ作成 135 383 248 # # # # # # # # # # # #
災害復旧事務簡素化に関する防災課説明会 375 380 5 # #

応援 被災住民への炊き出し動員２名（C主任、D主任） 34 35 1 #
小千谷維持管理事務所災害把握支援 447 479 32 #
小千谷維持管理事務所の地震災害査定を支援 591 596 5 #

砂防班 砂防課 情報収集 被害状況の情報収集 0.5 1200 1199.5 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
砂防課長 空撮 被災地域周辺の空撮（航空測量各社・独自） 9 220 211 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

２ 実施事業の被害調査及び応急対策に関すること。 被害報告（国土交通省提出） 10 880 870 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
土砂災害避難継続地域等上空調査（消防防災航空隊ヘリコプター） 550 1095 545 # # # # # #
ヘリ巡視写真による天然ダム水位変動監視の開始 13 220 207 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

応急復旧 芋川現地作業開始、砂防課、重機・ポンプ技術者による施工 159 1500 1341 # # # # # # # # # # # # # # # # # #
孤立集落対策 山古志村の避難優先度のための参考資料を災害対策本部からの提出指示を受け報告 39 45 6 # #

二次的な土砂災害と救援要請が必要な孤立集落の有無について、市町村に注意喚起 35 40 5 # #
孤立集落数を土木部長に報告 111 167 56 # # # # # # # # # #

災害査定 会議 防災課総括査定官との災害査定打合せ会議 382 383 1 #
支援要請 要請 二次的な土砂災害に対する警戒避難体制の強化等について、地域機関へ依頼 35 40 5 # #

土木研究所に技術指導に係る職員派遣要請 188 189 1 #
災害対策用電気通信施設（防災テレメータ１台)の派遣を北陸地方整備局に要請 387 388 1 #
警戒避難体制に伴う２４時間待機体制（砂防課） 連絡体制等による24時間連絡体制 10 1607 1597 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

建築住宅班 建築住宅課 １ 公営住宅の被害状況調査及びその応急対策に関すること。 被害調査 公営住宅被害状況、入居可能住戸照会（公営住宅管理市町あて） 5 51 46 # # # # # # # # # # # # # #
建築住宅課長 国交省（整備局、国総研）と合同で被災状況現地調査 15 51 36 # # # # # # # #

２ 実施事業の被害状況調査及び応急対策に関すること。 市町村へ建築物の被害状況を確認 2 3 1 #
３ 被災建築物の応急危険度判定に関すること。 応急危険度判定 国土交通省建築指導課・北陸地方整備局と応急危険度判定について調整開始 2 4 2 # #

応急危険度判定 15 424 409 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
支援要請 県内市町村、（社）新潟県建築士会へ応急危険度判定支援 15 424 409 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

応急危険度判定の広報用チラシを市町村へ配布 207 450 243 # # # # # # #
４ 被災住宅の応急修理に関すること。 実態把握会議 応急修理における工事等の実態把握会議（県庁内：国土交通省、修理業者） 164 169 5 # #

新潟県瓦工事業連合会宛て「住宅再建支援について」要請（文書） 999 1000 1 #
住宅修繕支援 住宅修繕支援の活動 63 1480 1417 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

５ 応急仮設住宅の建設に関すること。 用地の確保 応急仮設住宅の建設地及び要望戸数の調査 29 145 116 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
候補地調査 135 184 49 # # # # # # #
国交省（都市再生機構）が応急仮設住宅の候補地リストアップ 112 119 7 # #

入居者の選定 応急仮設住宅団地内のコミュニティーの維持についての協議 457 463 6 #
メーカーの選定 応急仮設住宅の仕様について通知（市町村へ） 471 475 4 #
住宅の発注 応急仮設住宅の談話室・集会所箇所数確定 598 599 1 #

応急仮設住宅の設備工事（水道、ガス等）の人手の確保について協力依頼について通知 759 763 4 #
応急仮設住宅の完成検査 663 1264 601 # # # #

救援・救助物資の搬入及び搬出に関すること。（商業振興課又は
食品・流通課、畜産課の指示による。）

２　河川、海岸施設、治水ダム、河川総合開発ダムの被害状況調
査及びその機能確保等の応急対策に関すること。

１　砂防指定地、地滑り防止区域、急傾斜地崩壊危険区域の被
害状況の調査及びその応急対策に関すること。

２ヶ月

組織
業務記録 時間 (h)

1週間 2週間 3週間 １ヵ月3日 4日 5日 6日6時間 12時間 24時間 2日10分 30分 1時間 2時間

 

図-4  業務の構造化とガントチャート（土木部） 
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できる． 
 

(3) 業務量評価の視点 

 次に業務量の視点から分析を行う．ここでは，業務内

容ごとに必要な人工を算出する．算出方法としては，

(2)で設定した大大業務の上位のクラスとして種類別対

応業務を定義し，それぞれの種類別対応業務の継続時間

を集計，8時間で1［部署×日］として計算した．図-5は

各種類別対応業務に必要となる業務量を表したものであ

る．これより県災害対策本部の設置・運営に関わる業務

が最も多く，次いで公共施設等対策，農林水産業対策が

多いことがわかる．新潟県中越地震の特徴として，土砂

災害による家屋の倒壊や道路の寸断と集落の孤立，河道

の閉塞による浸水被害が，山古志村を中心とする中山間

地域では，棚田や養鯉池が崩れるなど生活基盤に大きな

被害が発生した．公共施設等対策は前者，農林水産業対

策は後者の被害への対応である． 
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図-5 新潟県中越地震における県庁職員の 

種類別対応業務量の比較 

表-4  新潟県中越地震における計画外業務 

救援・救助物資の搬入及び搬出に関すること。
（商業振興課又は食品・流通課、畜産課の指示による。）

大業務

報道対応（首相視察）への応援

被災地域外の土木事務所等に対して災害用地対策応援準備を要請
支援要請

A係長、B主任 国土交通省に出向き、用地取得に関する国税の特別
措置を要望

要望・要請

「被災地内の用地取得について」の文書を地域機関に通知（中越大震
災の取扱いについて）

通知・広報

「用地取得に伴う損失補償について」の文書を地域機関に通知（阪神
大震災の事例紹介）

通知

建築住宅課設置の空室情報センターへの応援

他部局への
応援

長岡地域振興局地域整備部用地課へ応援
応援

協定
県土地開発公社と「災害時における新潟県と新潟県土地開発公社との
応援に関する協定」を締結

協定の締
結

平常業務対策関係課へ住宅地図の閲覧、コピー等への対応地図業務

ビックスワン駐車場でおにぎりの炊き出しの応援
災害対応業務

新潟空港で支援物資の積み込み作業の応援
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図-6  地域防災計画と実働の業務数の乖離 

表-3  部署別の種類別対応業務量（県民生活・環境部） 

・10/23～12/31までの県庁全職員の災害対応業務を集計
・単位は延べ部署・日（各業務を構造化し時間で積分し8時間積み重なったら１（部署・日）として計算）

（単位：部署・日）

A B C D E F G H I J K L M N
危機管理防災課 52 0 0 47 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
環境企画課 125 1 64 1 0 0 7 0 13 1 0 0 5 20
環境対策課 124 5 75 2 0 0 0 0 9 0 0 0 0 0
県民生活課 81 0 0 5 0 0 0 0 265 0 8 0 0 0
原子力安全対策課 142 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 139
消防課 676 0 25 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 133
男女平等社会推進課 4 0 0 2 0 0 0 0 11 0 0 0 0 53
廃棄物対策課 0 0 523 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
文化振興課 18 2 0 0 0 4 0 0 29 0 0 0 0 0
合計 1222 8 687 61 0 4 7 0 327 1 8 0 9 345
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そして，図-5のA～Nの業務をどの部署が，どれだけ

負担したのかを明らかにするために，部署別の対応業務

量を分析した．表-3は，例として県民生活・環境部全体

と構成する各課の種類別対応業務ごとの業務量を示した

ものである．県民生活・環境部全体では，A：県災害対

策本部の設置・運営，C：廃棄物・し尿処理等，I：ボラ

ンティアを多く負担していることが分かる．これは，地

域防災計画に記載されている大業務と整合している．一

方で，J：義援金，K：商工業対策等わずかながら実施

する業務もある．これらの業務は，他の部が主体となっ

て対応を実施する．以上より，各部署には主担当の業務

と他部署を補完する業務が発生することが分析できると

いえる． 
さらに，地域防災計画に記載されている業務の種類と

実働の業務の種類を比較/分析した．図-6は土木部に関

する業務をX軸に業務主体となる班，Y軸に地震発生後

経過時間，Z軸にある時間帯に実施された業務の種類を

意味する業務数を設定して分析した結果である．左側は

地域防災計画，右側は業務記録をデータとして用いてい

る．計画には時間の概念が無いため，対応する業務記録

に記載されている時間を用いた．これらの内容を比較す

ることにより，地域防災計画に記載されている内容を具

体的な行動にうつすために必要となる業務と，計画業務

以外に対応した業務（計画外業務）の存在を認識するこ

とができる．表-4は計画外業務の内容を分析して整理し

たものである．自治体の職員は，災害時に地域防災計画

に記載されている内容だけで業務を把握するのではなく，

「通常業務」「他部局への応援」「広報」「協定」「支

援要請」等をあわせて認識する必要がある． 
 
(4) 情報マネージメントの視点 

 次に情報マネージメントの視点から，災害対応業務の

分析を以下の行程で行った． 
はじめに(2)で構造化した業務に対して必要な情報を

連携させる．業務と情報は１：１対応であるとは限らな

いため，複数の情報が対応する場合がある．図-7は例と

して応急仮設住宅という大業務を構造化し，最下位の業

務に対して情報を連携させたものである．また，業務を

実施する主体は情報を受信する面と発信する面があるの

で，連携した情報を業務に必要な情報と，報告または提

供すべき情報に分類する（図-8）．これらの作業を踏ま

えて，ある部署に関連する情報を時系列に整理できる．

情報は設定した業務の開始時間から必要でとなるため，

これをそれぞれの情報を必要とする時間として設定する． 
これらの作業を組織全体で行うと，各部署に必要な情

報を図-9の上段のように時系列に整理することができる．

ここである１つの情報に着目して，その情報を必要とす

る，もしくは提供できる業務主体を時系列に整理できる．
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図-8  部署に関連する情報の整理 
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図-9  情報トレーサビリティ 
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図-9の下段は，「避難に関する情報」に着目したもので

あり，その情報を提供した，もしくは利用した部署を抽

出できる． 
上記の作業から，情報マネージメントの視点から業務

分析を行うまでの一連の流れを，本研究では情報トレー

サビリティと呼ぶこととする．今回は，平時には発生し

ない業務であり様々な業務主体が対応に関連する「避難

に関する情報」と，平時と同じ業務であるが様々な業務

主体が情報を利用する「道路被害情報」に着目して，そ

れぞれの情報を利用する業務と提供者，利用者，利用す

る時間をガントチャートで整理した業務分析表を作成し

た． 
図-10は，上段に「避難に関する情報」，下段に「道

路被害情報」に対する業務分析表を並べたものである．

これより時間経過に伴ってある情報を必要とした業務数

を把握でき，情報を利用した業務の特性を検討できる．

例えば地震発生から12時間後に着目すると，「避難に関

する情報」は避難所の被害把握のみ行われている．この

情報を早期に把握することで住民に対する支援を早期に

実施する必要があることから，現場の状況を推定情報を

含めて共有できる環境整備が必要だとわかる．また「道

路被害情報」を利用する業務としては，被害情報収集，

通行規制，交通情報公開など早期の道路への対応の他に，

被災地への導線/迂回道路の選定など支援物資の輸送な

どの業務に必要となる業務，および孤立集落状況把握な

ど住民の被災状況を把握する業務が挙げられる．これら

業務は県全体の対応方針を決めるために必要なものであ

り，道路は国から市町村までの主体が管理していること

から，初動期から情報共有できる環境整備が必要だとわ

かる． 
 次に「避難に関する情報」を利用する業務と部署を時

系列に整理したものを図-11に示す．災害特有の「避

難」に関する業務に対しては，数多くの部署が関わりそ

のサービスを提供していることが分かる．これより地域

防災計画には部署別の業務のみの記載であるために見え

なかった情報を通した部署間の隠れた連携を見出すこと

ができる．  
 続いて「情報共有」の効果を図-12の手順で分析した．

「避難者数」の情報トレーサビリティから，各部署が自
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図-10  情報の視点からの業務分析① 
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分の業務に必要な時期に「避難者数」という情報を収集

していることがわかる．ここで現場から収集した「避難

者数」情報を県全体で共有できる環境を整備すると仮定

した．これにより，まず各部署の情報収集関連の業務が

軽減される．そして，情報を早期に把握できることで避

難者に対する後方支援業務（新潟県中越地震時の事例で

は，避難所へのストーブの提供・医薬品の提供や避難所

のメディア環境整備）の開始時間を早期に実施できるこ

とがわかる．これによる最大の効用は行政内部にあるの

ではなく，行政サービスを受ける市民にある．日常から

非日常へと生活基盤の変更を余儀なくされた人は，でき

るだけ早い最低限の基本的な生活水準を満たすだけの行

政サービスを期待する．そのニーズに応える行政は組織

内部での情報共有が上述の形で実現されることが望まし

い． 
 
(5)相互連関の視点 

前節の情報マネージメントの視点からの業務分析を踏

まえて，組織を構成する部署間の相互連関を分析する．

本研究ではある情報の着目して，情報を報告・提供する

（give）側と必要とする・受け取る（take）側の関係を

図-13のように整理した．これは「避難に関する情報」

を対象として，左の列に情報を報告・提供する部署，上

の行に情報を必要とする・受け取る部署を設定している．

本研究ではこの図を情報連関表と定義する．それぞれの

項目には情報の緊急度と重要度をそれぞれ設定した．

図-13より，３日以内に教育庁を構成する各課から総務

課へ情報が提供し，それらの情報を取りまとめて国へと

提供していることが分かる．また図-14は「道路被害情

報」に関する情報連関表である．この情報については土

木部の道路管理課が，実際に県が所管している道路を復

旧している道路建設課だけでなく，市町村や国土交通省

の地方整備局など外部の組織からも情報を受け取ってい

る．そしてそれらの情報を管理し，状況を認識できる形

に加工してから，県災害対策本部，各市町村，国に提供

していることがわかる． 
 以上より，ある情報に着目してやりとりする組織・部

署を整理することにより，災害対応時に関連した外部組

織と，情報を中心となって管理する部署を認識する環境

を整備できた．関連組織とは災害時に情報をやりとりで

きる環境を平時から構築する必要があり，情報を管理す

る部署は防災訓練等で情報を収集，管理，加工，提供の

教育庁 人事委員会事務局 農林水産部
保健体育課 事務局総務課 調整課 市町村合併支援課 国際交流課 交通政策課 管財課 広報広聴課 監理課 建築住宅課 道路管理課 道路建設課 林政課 福祉保健課 生活衛生課

○

B

b

○
A

b

○ ○ ○ ○ ○ ○
C A B A A A

ｂ b b b b b

○ ○ ○ ○
A A A A

b b b b

○
A

b

○ ○ ○
A A A

b b b

○
A

b

○
A

b

○
A

b

○ ○ ○
A A A

b b b

○
A

b

○
A

b

○
A

b

CC自動車 DDバス協会
北陸地方
整備局

道路公団 AA交通 BB汽船災害対策本部 各市町村 国 各地域機関

CC自動車

DDバス協会

BB汽船

道路公団

AA交通

北陸地方整備局

国

各地域機関

各市町村

災害対策本部

保健衛生部
福祉保健課

生活衛生課

道路建設課

農林水産部 林政課

建築住宅課

道路監理課
土木部

監理課

広報広聴課

交通政策課

国際交流課

市町村合併支援課

総合政策部

調整課

総務部
管財課

土木部 保健衛生部

教育庁 保健体育課

人事委員会事務局 事務局総務課

総務部総合政策部

道路建設課

c その他

C ～1month

重要度
a 生命に関わる
b 生活、広域

～３day
緊急度

A
B ～1week

情報連関表
道路被害

土木部
道路管理課

各地域機関

北陸地方整備局

国

各市町村

道路公団

A交通

B汽船

C自動車

Dバス協会

土木部道路管理課

土木部道路管理課が中心と
なって道路被害情報を管理

各市
町村

災害
対策本部 国

情報入手

情報提供

情報を必要とする・受け取る部署

情
報
を
報
告
・
提
供
す
る
部
署

情報管理
情報加工

関連する外部組織

 

図-14  情報連関表「道路被害」 
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一連の流れを適切にできる能力を身につける必要がある． 
 

 

４．まとめと今後の課題 

 

本研究では災害対応業務を実施する組織が，組織とし

ての防災力を向上できる環境について検討した．具体的

には，新潟中越地震時の新潟県災害対策本部を対象組織

として，当時の災害対応に関する業務記録から，データ

ベースを構築し，５つの視点（組織構造，業務分析，業

務量評価，情報マネージメント，相互連関）から分析し

た．以下に本研究の主な成果を列挙する． 

・組織構造の視点からは，緊急時にのみ発足される災害

対策本部と，災害対策本部の構成班の変遷を分析した．

これより被災状況の変化によって，対応する組織の構

造が変化していくことが明らかになった． 

・業務分析の視点からは，地域防災計画に記載されてい

る計画業務を具体的なアクションの段階まで構造化し

た．そして業務記録に基づいて時間を設定したことで，

地域防災計画にある大大業務が，実施された時間帯と

業務手順を認識できる環境を整備できた．  

・業務量評価の視点からは，対応業務の種類別に業務量

を算出して，部署ごとに負担している業務量を分析し

た．各部署には主担当の業務と他部署の業務を補完す

る業務が発生していることが明らかになった． 

・地域防災計画に記載されている業務の種類と，実働の

業務の種類を比較/分析することにより，計画業務を

具体的な行動にうつすために必要な業務と，計画外業

務の存在を認識できる環境を整備できた． 

・情報マネージメントの視点からは，部署ごとに必要と

なる情報を時系列的に整理した．そしてある情報を利

用する業務と部署を時系列に整理することで，情報の

特性と，情報を通した部署間の隠れた連携を見出すこ

とができた．また組織全体での情報共有による効果を

示した． 

・相互連関の視点では，情報を提供する部署と受け取る

部署との関係を整理した情報連関表を作成することで，

災害対応時に関連した外部組織と，情報を中心となっ

て管理する部署を認識できる環境を整備した． 

 以上を踏まえて，本研究で実施した過去の災害対応業

務記録を分析することにより，災害対応業務を実施する

組織が，組織としての防災力を向上できるための環境を

整備できたといえる． 

 今後も組織としての防災力を向上できる環境を整備す

るためには，過去の災害対応業務を今回分析した視点を

より深く分析する必要がある．例えば，業務量評価の視

点では一人あたりの業務負荷を表現すること，情報マネ

ージメントの視点では，情報の精度からの議論も必要と

なる．また対応業務を記録するために，体制やシステム

などの環境を整備することによって，特に職員が混乱に

陥ると言われる初動期の対応業務を分析できる環境整備

を目指す． 
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ANALYSIS OF RECORD FOR DISASTER RESPONSE ACTIVITIES  
OF LOCAL GOVEMENT OFFICIALS OF NIIGATA PREFECTURE  
AFTER THE MID NIIGATA PREFECTURE EARTHQUAKE IN 2004 

 
Shinya KONDO, Kimiro MEGURO and Yoshiki HIRUMA 

 
   For the realization of efficient organization disaster countermeasures, it is necessary to analyze/evaluate 
past disaster response, identify problems, and examine their solutions. In this paper, the records of the 
Niigata Prefectural Government disaster response actives during the Mid Niigata prefecture Earthquake in 
2004 are analyzed from five viewpoints (constitution, job analysis, business amount evaluation, 
information management, and mutual relation). The reliability of those records was verified through 
hearings with the relevant prefectural government staff. Based on the analysis and discussions, the 
authors make the environment to propose countermeasures that aim at improving the organization disaster 
prevention power. 
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